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完全子会社の吸収合併（簡易合併）に関するお知らせ 

 
当社は、平成 28 年 12 月 21 日開催の取締役会において、平成 29 年４月１日を合併効力発生日とし

て当社の完全子会社である株式会社トクヤマシルテック（以下、「トクヤマシルテック」）を吸収合併

することを決議しましたのでお知らせいたします。 

なお、本吸収合併は完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略

しております。 

 

記 

 
１．吸収合併の目的 

トクヤマシルテックは当社の徳山製造所で無水珪酸ソーダの製造・販売を行っております。 

このたび、組織運営の効率化を目的として吸収合併することといたしました。 

 

２．合併の要旨 

（1）合併の日程 

･合併契約取締役会決議日 平成28年12月21日 

･ 合 併 契 約 締 結 日 平成28年12月30日（予定） 

･合併予定日（効力発生日） 平成29年４月１日（予定） 

※本吸収合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に基づく簡易合併であるため、合併契約

承認のための株主総会は開催いたしません。 

 

（2）合併方式 

当社を吸収合併存続会社とする吸収合併方式で、トクヤマシルテックは解散いたします。 

 

（3）合併に係る割当の内容 

トクヤマシルテックは当社完全子会社であるため、本吸収合併による新株の発行及び合併交付金

の支払いはありません。 

 

（4）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取り扱い 

該当はありません。 
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３．合併当事会社の概要 

 
 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(１)名称 株式会社トクヤマ 株式会社トクヤマシルテック 

(２)所在地 山口県周南市御影町１－１ 山口県周南市晴海７－38 

(３)代表者の役職・氏名 代表取締役社長執行役員 横田 浩 代表取締役社長 佐伯 典昭 

(４)事業内容 無機・有機工業薬品、セメント・建材、

電子材料、機能材料、合成樹脂・フィル

ム、メディカル製品等の製造・販売 

無水珪酸ソーダの製造・販売 

(５)資本金 10,000 百万円 200 百万円 

(６)設立年月日 大正７年２月 平成５年 11 月 

(７)発行済株式数 349,671,876 株（平成 28 年３月末現在） 20,000 株（平成 28 年３月末現在） 

(８)決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

(９)大株主及び持株比率 日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社 

（信託口） 6.82%

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社 

（信託口） 3.59%

日本生命保険相互会社 3.13%

JP MORGAN CHASE BANK 380634 2.60%

株式会社山口銀行 2.37%

（平成 28 年９月末現在） 

株式会社トクヤマ 100%

(10)直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決算期 平成 28 年３月期（連結） 平成 28 年３月期（単体） 

総資産 401,342 百万円 1,024 百万円

純資産 60,205 百万円 759 百万円

１株当たり純資産 147.98 円 37,967.74 円

売上高 307,115 百万円 882 百万円

営業利益 23,071 百万円 270 百万円

経常利益 17,725 百万円 137 百万円

当期純利益 △100,563 百万円 95 百万円

1株当たり当期純利益 △289.10 円 4,769.12 円

 

４．合併後の状況 

本吸収合併後、当社の名称、所在地、代表の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はあ

りません。 
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５．業績に与える影響 

本吸収合併は100％出資の連結子会社との合併であるため、連結業績への影響は軽微です。 

（参考）当社連結業績予想（平成28年10月28日公表分）および前期連結実績 

 
売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する

当期純利益 
当期業績予想 
（平成 29 年３月期） 

百万円

291,000

百万円

33,000

百万円

27,000

百万円 

21,000 

前期実績 
（平成 28 年３月期） 307,115 23,071 17,725 △100,563 

 

以上 

 
注意事項： 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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